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１．研究の目的 

住民の療養に関する意識は、従来のように医療機関のみでなく、在宅や施設で医療を受

けながら生活するという自分らしい療養形態を望む方向に変化してきている１）。殊に終末期

においては、療養場所の希望は 6 割が自宅である。一方で、自宅で最期まで療養すること

は実現困難であるとも回答し、その理由には家族員以外からの支援の必要性が伺える２）。わ

が国の急速な高齢化に対応した医療介護のしくみづくりにおいて、2025 年を目途とした地

域包括ケアシステムの構築では、財政困難やニーズの多様化に伴い、医療機関、介護事業

者による保険サービスの範囲を縮小する一方で、民間企業や NPO・ボランティア団体や自

治会といった住民組織の活躍を求めている。しかしながら、民間事業者は採算の合わない

地域への参入に消極的であり、住民組織のうち町内会・自治会などの地縁団体は、組織率

の低下等を背景に機能は脆弱化していることから担い手への期待は厳しい３）。一方で、平成

7 年の阪神・淡路大震災への災害ボランティアを契機に国民のボランティア意識は高まりを

みせ、H23 年度の全国調査ではボランティア等への参加経験者は 24.6％で、今後自らボラ

ンティアに参加したいと考えている者は半数以上を占める４）。さらに、H28 年の社会意識

に関する世論調査では、社会の一員として社会のために役立ちたいと思っている者は

65.4％、そのうち社会福祉に関する活動を上げた者は最も多く 38.8％であった５）。これら

潜在的ボランティア力を組織化し、地縁団体に代わる住民組織として積極的に取り込むこ

とは地域包括ケアシステムを構築するリソースとして有効であるとされている３）。在宅看取

りの拡充を目的とした在宅医療推進事業では、在宅療養を支援するボランティアの育成・

支援が位置付けられ、都道府県単位で事業展開がなされている。当該県における在宅医療

推進事業は、平成 19 年度から『在宅ホスピスボランティア養成講座』が開催され、その修

了者によるボランティア活動の推進が図られている。 

一方で、このような機能団体は活動しやすい環境にあるとはいえず、その運営基盤は必

ずしも盤石でないことが指摘されている３）。県下、いくつかの在宅ホスピスボランティア団

体が活動しているが、筆者らはその一つである A 会について、発足から 10 年間の会員数や

依頼案件の動向を後ろ向きに調査し、在宅ホスピスボランティアの課題を検討した。その

結果、毎年一定数の入会者はあるが、1 年で退会する者が約 4 割いることがわかった。また、

A 会からのボランティア派遣回数は年々減少傾向にあり、その背景に依頼を断っている案件

が存在しているという結果を得た。入会してもボランティア活動ができなかったことが、

受講修了直後の高い動機づけを維持できず、A 会に対する帰属意識が低下して退会に至って

いるのではないかと予測した。このことにより会員数が増加せず、依頼案件を断らざるを

得ない状況となり、連動して悪循環となっていると考えた６）。桜井は、ボランティア活動継

続の先行研究を整理し、「個人的要因」、「参加動機」、「状況への態度（満足）」の 3 つをあ

げ、「状況への態度」として「組織からのサポート」、「業務内容」、「集団性」、「自己効用感」

の 4 つを示した。そのうち、活動継続意図にはボランティアの満足が影響し、中でも「自

己効用感」が有意に関連していたことを報告しているが、ボランティア内容によっても差

異があることを示唆している７）。ホスピスボランティア活動継続に特化した量的研究として
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は鈴木ら８）の尺度開発があげられるが、これらは緩和ケア病棟で活動するボランティアを

対象とした研究であり、在宅ホスピスボランティアを対象として追随した研究は見当たら

ない。とくに、在宅ホスピスボランティアは、病棟内サロンなど集団と集団で関わる活動

ではなく、訪問して個人を対象に活動する場合が多い。このような活動が、在宅ホスピス

ボランティア活動継続に影響するのではないかと推察される。 

 本研究の目的は、在宅ホスピスボランティア団体に所属する会員を対象に質問紙調査を

実施し、組織からのサポートや業務内容に対する満足度と自己効用感、所属団体への帰属

意識に加え、個人を対象としたボランティア活動経験の有無がボランティア活動継続に影

響しているかを明らかにすることである。また、ボランティア団体の代表者にインタビュ

ーを実施し、在宅ホスピスボランティア活動が継続できない要因を探索することを目的と

した。 

 

2．研究の内容・実施経過 

本研究のデザインは、１）量的横断研究および２）質的内容分析である。 

 

1) 量的研究 

福岡県下、6 か所の在宅ホスピスボランティア団体の代表に対して、会員に対する質問紙

調査の実施について、説明会や文書を通して研究の趣旨を説明し、それぞれに文書で同意

を得た。令和元年 7 月に代表者から会員に対して、会員名簿を元に調査票を郵送してもら

うよう依頼した。調査票と共に、研究の趣旨を記載した説明文書を同封し、調査の同意を

記入する欄を設けた調査票の回収をもって、同意を得たとした。調査は 3 週間の留め置き

期間を設け、無記名で研究者宛て郵送による回収を行った。 

調査票の調査項目として、性別、年齢、会員登録期間、就業状況、対人ボランティア経

験と頻度、対人ボランティア以外の経験、退会を考えたことがあるか否かを問うた。また、

ボランティア継続にかかる認識を測定する尺度として、ホスピスボランティア継続の評価

尺度（鈴木 2012）21 項目 ８）を使用し、そのうち、緩和ケア病棟でボランティアをしてい

ない団体がいることに配慮し、「緩和ケア病棟が家の近くにあるから」を「活動の場が近く

にあるから」に変更した。また、ボランティア参加動機尺度として VIF モデル（Clary et al. 

1998）９）を参考に翻訳して開発された桜井によるボランティア参加動機尺度７）から参加動

機類型のうち、鈴木らの尺度にはない、利他心の項目として「ボランティア活動は価値あ

るこういだから」と「自分の恵まれている立場の恩返しの意味で」、レクリエーションの項

目として「異なる年齢の人たちと一緒に何かする機会になるから」と「私の日常にない面

白い機会を与えてくれる」の４項目を補完した 25 項目とした。さらに、団体の一員である

という認識の高まりを評価するために、7 段階で回答する集団同一視尺度 7 項目版

（karasawa1991）10)を使用し、帰属意識を測定した。  

分析方法は、集団の特性および退会を考えたことがあるかについて単純集計を行った。

また、退会を考えたことがあるか否かの 2 群間で、属性、指標尺度の合計得点を統計学的
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に比較した。さらに、ボランティア継続の評価尺度各項目において、最も影響のある因子

を統計学的に探索した。統計手法は wilcoxon 順位和検定を使用し、有意水準を 5％とした。

統計ソフトは JMPpro13 を使用した。 

2) 質的研究 

ボランティア 6 団体の代表各１～3 名に対して、説明会や文書を通して研究の趣旨を説明

し、それぞれに文書で同意を得た。令和 2 年 1 月から、各インタビュー対象者が希望する

施設において、半構造的面接を実施した。20～90 分のインタビューを行い、会話の内容を

IC レコーダーに録音し、対象者の様子などのメモを取った。次に、対象者の語りをデータ

として逐語禄に書き起こした。研究者の暗黙知を活用しながら、標準化された手順を踏ん

で、データから意味を引き出す方法である TAE (Thinking At the Edge)を用いて分析中で

ある。 

研究遂行における一連の倫理的配慮については、所属する大学の研究倫理審査委員会に

おいて審議を受け、承認された。 

 

3．研究の成果 

1) 量的研究 

調査票回収数は 121（61.7％）であり、分析対象者の属性は、女性 114 名（94.2％）、平

均年齢 65.4±7.6 歳（41～81 歳）、平均会員歴 4.2±3.0 年（半年～13 年）であった（図 1，

図２）。退会を考えたことがある者は 46 名（38.0％）であり、それを高める要因は、ボラ

ンティア継続意識得点が低いこと、帰属意識得点が低いこと、対人ボランティア経験人数

が少ないことであり、統計学的にも有意に影響していることが分かった（図 3，図 4，図 5）。

ボランティア継続意識の各項目で、退会を考えたことがあるに対する影響をみると、「活動

を通して元気とエネルギーをもらえる」、「活動が楽しい」、「ホスピスは自分らしさを発揮

できる」、「ボランティアグループの温かい雰囲気」、「信頼できるコーディネーターがいる」

などが、統計的に負に有意な項目であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 対象者の年齢（歳） 
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図 2 対象者の会員歴（年） 

図 3 対人ボランティア経験人数と退会を考えたことがあるかの関連 

図 4 ボランティア継続評価尺度と退会を考えたことがあるかの関連 
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2) 質的研究 

11 名のインタビューの分析結果から、在宅ホスピスボランティア活動が継続できない要

因として、本人や家族の病気や転居などの具体的事情のほかに、ボランティア活動の機会

がないことによる意欲や満足度の低下が挙げられた。活動を維持するためにリーダーやメ

ンバーが行っている対策はグループによって特色があった。今回挙げられた対策を，各ボ

ランティアグループ間で共有することでボランティア活動の継続を進めることができると

考えた。 

  

4．今後の課題 

 助成期間に予定通りの研究が遂行されたが、詳細な分析の段階にある。今後、量的デー

タでは、今回用いた尺度の内的信頼性と妥当性についても検討し、回帰モデルを用いて属

性等の要因を考慮した解析を行う予定である。また、質的データは、一部の文字起こしが

終わった段階であり、今後、詳細に分析を行う予定である。 

 

5．研究の成果等の公表予定 

量的データの結果は、2020 年 6 月 27 日～28 日に開催される代 25 回日本在宅ケア学会

学術集会に演題登録中である。質的データの結果は、第 35 回日本がん看護学会学術集会で

発表する計画である。いずれも、論文として公表する予定である。また、集計結果をまと

めて、ボランティア代表に返却し、団体活動に活かしてもらう計画としている。 

  

図 5 帰属意識得点と退会を考えたことがあるかの関連 
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